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トレードオフからシナジーへ　「地域脱炭素」のあるべき姿
環境省　水・大気環境局長　大森 恵子 氏　×　千葉商科大学　前学長、東京科学大学　名誉教授　原科 幸彦 氏　×
岩手県紫波町役場　地球温暖化対策課長　松村 寿弘 氏

写真は、「自然エネルギー100%大学」を目指し千葉商科大
学の教員有志が設立したCUCエネルギー株式会社が運営す
る大木戸ソーラー発電所の様子。ソーラーパネルの下では
大学生や地元の子どもたちによってサツマイモなどの農業
も行われ、体験学習や交流の場としても活用されている。

地域経済の活性化や教育、自然保全、社会福祉など地域が
直面する課題は広く、地域の特性や使える資源も様々である。
それぞれの現場で挑戦する事例から地域脱炭素の実現と地
域課題の解決とのシナジーを生み出すヒントを模索したい。

（写真提供：千葉商科大学） 

大木戸ソーラー発電所



トレードオフからシナジーへ
「地域脱炭素」のあるべき姿

鼎談

環境省　水・大気環境局長 
（鼎談当時：地域脱炭素推進審議官）

大森 恵子氏
Keiko Omori

岩手県紫波町役場 
地球温暖化対策課長

松村 寿弘氏
Toshihiro Matsumura

2021年6月9日に策定された「地域脱炭素ロードマップ」では、地域脱炭素が意欲と実現可能性が高いところからその他の地域
に広がっていくといういわゆる「実行の脱炭素ドミノ」を起こすべく、2025年までの５年間を集中期間として施策を総動員する
とされました。脱炭素先行地域（2025年5月時点で辞退自治体を除き88地域）の選定をはじめ、様々な施策が展開されてきま
したが、それらの実践から得られた成果と課題を整理し、改めて地域脱炭素に必要な要素とは何かについて考えていきます。
また、大規模な太陽光発電や風力発電が生態系に悪影響を及ぼすといった、いわゆるトレードオフの問題も新たに顕在化して
きました。これらのトレードオフをいかにして回避し、ネイチャーポジティブ分野はじめ農業や福祉、まちづくり等の異分野と
地域脱炭素とのシナジー・同時解決を実現していくか、そのヒントを探っていきます。

聞き手：地球環境パートナーシッププラザ 星野 智子　　編集・採録：つな環編集部

千葉商科大学　前学長、 
東京科学大学　名誉教授

原科 幸彦氏
Sachihiko Harashina
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した。紫波町は1973年から生ごみを生ごみとして分

別・回収・処理している数少ない自治体ですが、可燃

ごみの広域化処理により、現存する生ごみ処理施設の

運営が難しくなっていました。数年前にメタン発酵バ

イオガス発電設備の事業者から営業を受けたことを思

い出して、この件に関して深堀りしてみました。その

結果、処理コストが既存施設と比較して遜色無い上に

発電が出来る点や、処理過程で発生する液体を液肥と

して農業利用する事で、町で作付を推奨している子実

用トウモロコシの栽培に弾みがつくのではないかと考

え、これらの内容を提案書に盛り込みました。この設

備を建設する地域へは何度も足を運び説明を行いまし

た。また、議会には提案準備の段階から 3 か月に 1 度

のペースで綿密に説明しました。

　また、近隣地区には、第三セクターの温泉施設（ラ・

フランス温泉館）があります。全国的に温泉や宿泊施

設は、コロナ禍で経営が非常に苦しかった時期があり、

更に今後は光熱費の上昇にも耐えていかなければなり

ません。ラ・フランス温泉館ではこれまで再エネ・省

エネ設備の導入を進めてきましたが、化石燃料の割合

がまだ多く、更に再生可能エネルギーを入れることで

収益と脱炭素の両面で同時解決につながらないかと思

い、この件についても併せて提案書に盛り込みました。

原科：脱炭素先行地域の取組について、町内の住民の

皆さんとはどのように連携されていますか？

松村：そこはすごく難しい部分であります。住民に

とっては脱炭素という目的よりも補助金というイメー

ジが強いかもしれません。そこで、もう少し住民たち

が楽しく関われることはないかと考えまして、省エネ

推進の取組として断熱改修DIY支援事業を最近始め

ました。これは、公民館の断熱改修DIYの企画に参加

した方から「自分の家を一人で行うのは難しい」とい

う声を頂いたことがきっかけです。そこで、町内の建

具屋や工務店で協力出来る方を町がPRして、個人宅

のDIY断熱改修に必要な資材の買い物や現場での支

援を、一時間 3,000円程度でお手伝いしてもらう枠組

みを作りました。

　また、環境マイスター養成講座も20年近くやって

地域脱炭素への道は	
地域課題の発見から

星野：ではまずみなさんの自己紹介をお願いします。

松村：私は岩手県紫波町役場で地球温暖化対策課長を

しています。特別専門性があったわけではありませんが、

環境と農林行政に長く携わってきました。これまでの

経験を元に、今回の脱炭素先行地域の原案を課内で作

成し、庁内決裁を経て選定に至った経過があります。

大森：私は2024年の 7 月から約 1 年間、環境省の地

域脱炭素推進審議官として、脱炭素先行地域や地域の

再生可能エネルギーの導入促進など、各地の脱炭素を

支援する仕事をしていました。個人としては、1990

年に当時の環境庁に入りまして、これまでに環境基本

法の制定や環境アセスメントなど、様々な政策を担当

してきました。専門は経済で、環境政策がどのように

して地域に経済的な利益をもたらすか、環境の価値を

どうやって測れるか、そのようなことを踏まえながら

地域の環境をもっとよくする手段を模索しています。

原科：私は今年の 3 月まで千葉商科大学で学長を務め

ていました。千葉商科大学の前には東京科学大学に定

年まで勤め、社会工学が専門で、都市計画や環境アセ

スメントなどを中心に研究をしてきました。

　千葉商科大学に着任したのは東日本大震災の直後の

2012年で、当時はやはり脱原発や自然エネルギーの

拡大などの話が多くありました。私は工大から商大に

移ったわけですが、自然エネルギー発電のテクノロジー

を活用し、その成果である電力を商いの力で流通させ

ることが大事だと思いましたので、そのような取組を

千葉商科大学で模索しました。

星野：それでは本題に入りたいと思います。最初に、

地域脱炭素の現場からの挑戦の事例として、岩手県紫

波町の事例を松村さんからご紹介ください。

松村：まず、現在の地域脱炭素につながる重要な出来

事として、紫波町では2000年に「環境新世紀未来宣言」

を公表しました。この宣言以来、循環型まちづくりの

推進に関する専従の職員を数名配置し、ごみや公害、

有害鳥獣など一般的な環境政策だけでなく、様々な業

務に循環型まちづくりの視点を取り入れながら事業を

展開してきました。その蓄積が今進めている脱炭素政

策への後押しになっていると思います。

　脱炭素先行地域への応募をする上で、地域が抱える

課題や資源を考えたところ、生ごみ処理に行きつきま
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メタン発酵バイオガス発電
食品廃棄物、家畜ふん尿、下水汚泥などの有機性廃棄物を単独または混
合して原料として用い、微生物反応により電気や熱などのエネルギーと農
業生産資材になるバイオ液肥などマテリアルを生産する設備。

用語解説
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ミノ倒しのように広めていくように計画してきました。

これまでに脱炭素先行地域に88地域、重点対策加速

化事業に171の地方公共団体をそれぞれ選定し、自治

体のみなさんの協力で取組の輪が広がっています。地

域脱炭素の取組は、必ずしも脱炭素だけを実現するだ

けでなく、地域のいろんな課題解決と同時に進めるこ

とがポイントです。そのため、脱炭素先行地域におい

ても、地域の課題をどのように捉え、その課題に合っ

た形で地域脱炭素の取組が計画されているかに焦点を

当てていて、将来的には地域活性化や地方創生に繋が

ることを目指しています。

　しかし、これまでの取組からいろんな課題も見えて

きており、昨年開催した「地域脱炭素政策の今後のあ

り方に関する検討会」にて、課題と今後の方向性を整

理しました。検討会での議論で顕在化した課題として

は、自治体や地方の中小企業などにおける人材や資金

不足、再生可能エネルギーの導入を巡ったトラブルな

どが挙げられました。

　一方、今後の方向性の一つとして新技術の活用があ

ります。代表的には、ペロブスカイト太陽電池の普及

が進めばこれまで設置が難しかった場所で設置できる

ようになります。DXを活用したエネルギーマネジメ

ントシステム、グリーンスチールなど製造時に二酸化

炭素を排出しない製品の実装なども期待されますので、

このような新技術を取りまとめ、地域脱炭素の取組を

強化していくことが重要です。

　最後に、脱炭素先行地域などから生まれてきつつあ

る地域脱炭素の好事例を横展開していく必要がありま

す。そのためには、国や自治体だけでなく、金融機関

やいろんな事業者が参加した連携体制を作っていくこ

とがとても重要です。地域脱炭素 2.0 を目指し、

2026年から2030年までの 5 年間を新たな実行集中期

間として設定し取組を展開しています。また、今年は

地域脱炭素フォーラムを全国 9 カ所で実施することで、

有識者や自治体などとともに良い事例を紹介しながら

議論を進めています。

原科：ドミノ倒しでいくということについて、なかな

か厳しい面もあるのではと思いますが。

いて、これまでに200人以上を認定しました。そういっ

た方々が一生懸命環境活動に参加しています。行政か

ら一方的に言われてやるのではなく、やる気のある人

たちが自ら集まって何かをやる、というのが浸透して

いるように思います。

大森：長い間積み重なった経験があってこそできたこ

とも多いと思いますが、そのような経験をどのように

若い職員の方に引き継がれていきますか。

松村：私はあと 2 年で役職定年になります。今は、課

職員が自ら考えて行動出来る雰囲気づくりに心掛けて

います。今日ここに来る前に、同じテーマで『脱炭素

のあるべき姿』についてレポートを求めてみました。

そうすると、それぞれの視点や考え方が見えるので中々

参考になりました。

　あと、各地を講演した際には、やる気のある若い職

員たちを励まし、逆に管理職の方々には結構厳しいこ

とを言ったりしています。地域の課題を熟知している

のは、若い職員ではなく、ベテランの職員です。見え

る世界が異なる管理職は、庁内全体のことを自ら考え

てもらいたいです。

優良取組と技術革新で目指す	
地域脱炭素 2 . 0

星野：続いて、大森さんには、地域脱炭素の実現へ向

けた全体的な政策について紹介していただければと思

います。

大森：地域脱炭素の取組については、2021年に策定

された地域脱炭素ロードマップに基づき、今年、

2025年度までに全国で脱炭素先行地域を100か所選

定し、その好事例を鍵としながら横展開することでド

ペロブスカイト太陽電池
「ペロブスカイト」と呼ばれる結晶構造の材料を用いた太陽電池で、ゆがみ
に強く軽量化が可能で低コスト化が見込まれるため、これまでの技術で設
置できなかった場所にも設置できることが期待される。

用語解説

原科 幸彦氏
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鼎談 ― トレードオフからシナジーへ　「地域脱炭素」のあるべき姿

があります。日本全体としてのポテンシャルは充分あ

るので、多様な自然エネルギーのミックスが可能にな

るよう広域で考える必要があります。広域で考えるた

めには、その地域の上位計画をしっかり作る必要があ

ります。上位計画の段階から、ステークホルダーが集

まって一緒に考えて、地域の特性や人々の意識などを

よく理解した上で知恵を出し合うことがとても大事で

す。更には、計画の代替案を立ててオープンな形で

しっかり比較検討をする必要があります。そのための

手段が環境アセスメントなのですが、実際には、日本

では上位計画をアセスメントの対象にしていません。

　また、日本の環境アセスメントでは規模や業種を絞

り、大規模の事業しか対象になっていません。再生可

能エネルギーの拡大において大きな課題になっている

のが立地における紛争です。それを防ぐためにも、ど

んなに規模が小さくても、人々が心配する点があれば

情報を共有し議論ができるように、簡易版のアセスメ

ント制度を導入する必要があると思います。

　そして、脱炭素は各主体が自主的に取り組むことが

大事ですので、そのモデルを作るべく千葉商科大学で

は色々な取組を行いました。ちょうど私が着任したそ

の年に大学は収益事業としてメガソーラーを導入しま

した。そこで、どのくらいの発電量になるかを計算し

てみたら、大学が自ら使用する電力の60%ほどに達

していました。残りの40%分を削減すれば自然エネ

ルギー100%ということで、照明のLED化など省エネ

や太陽光パネル増設などの取組を始めました。その結

果2019年に国内で初めて「自然エネルギー100%大

学（電気）」を実現することができました。ただこれは

Scope 1、Scope 2 での話でありまして、Scope 3

での実現はかなり難しいです。Scope 3 まで脱炭素

大森：一つ言えるのは、取り組むことで価値が出る、

ということだと思います。電気代が減る、再生可能エ

ネルギーで電気料収入が入るなど、取組に対するメ

リットを出して、それを広げていくことがポイントだ

と思います。少し長い目で見る必要がありますが、そ

れをうまく強調していきたいと思います。

松村：私が環境課長になって最初に取り組んだのが、

地球温暖化対策実行計画の区域施策編の策定でした。

まず現状把握と目標設定を関係者間で丁寧に行うこと。

そして計画をつくって、実行していくという流れだと

思います。

　脱炭素先行地域としての取組がその実行段階にあた

りますが、公共事業や住宅への再エネ、省エネ設備の

導入に際し大きな金額が地域の事業者に発注されてい

ます。地域内経済循環とエネルギーの地産地消に今後

も繋がっていくことから、とても有効な投資になった

と思っています。

大森：やはり理想は、補助金でもって全体の価格を下

げて、投資回収期間を短くするというのが一応の理論

ですが、それだけだと難しいと思います。例えば金融

機関が太陽光発電に対する無利子ローンを行う、災害

対応としての再生可能エネルギーや蓄電池の導入など、

いろんな知恵を組み合わせることが大事だと思います。

地域分権型社会へのシフトは	
情報公開と活用がカギ

星野：次に、地域脱炭素のあるべき姿についてお話を

いただきたいと思います。

原科：自治体や政府の動きについての具体的な話をし

ていただきましたので、その全体の枠組みをどう考え

るべきかについて話をしたいと思います。

　これからの社会は地域分権型社会に変えていくこと

が基本だと思います。気候変動の進行により自然災害

が激甚になってゆくなか、安全安心な国を作っていく

ことが必要で、東京一極集中の構造はリスクが大きく、

地域分権型社会を支える新たな仕組みが必要だと思い

ます。自前でのエネルギー供給や電力のパラダイムシ

フトもその一つです。

　私は、脱炭素先行地域における地域の範囲が、市町

村内の一部では、とても狭いように思います。地域で

エネルギーの地産地消を考える際に、狭い地域で考え

るとどうしても使える自然エネルギー源の種類に限り

大森 恵子氏
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す。そのため、省エネから始めて、次は創エネという

順番を意識しています。町内のオガールタウンは、町

有地の分譲で誕生した街です。建築には、高い断熱性

能を求め、しかも紫波町内の工務店縛りを分譲条件に

しました。最初は誰も町の条件を満たす高断熱住宅を

建てた経験が無いので難色を示しましたが、その経験

が実績となり、今は当時携わった地元の工務店の住宅

建築は順番待ちとなっています。

原科：私たち千葉商科大学でも、2012年にメガソー

ラーの導入を決めたのは学費を上げないための収益事

業として始めたものでした。これをFITで売っている

からRE100ではないと言われることもありますが、

自ら使っている電力に相当する分を、自らの責任で創

り出し社会に提供していることが重要だと思っていま

す。各主体がこの行動を取ってゆけば、電力の流通に

より社会全体で自然エネルギー100%となるからです。

人材育成と投資で	
トレードオフからシナジーへ

松村：今日のキーワードとしてシナジーとトレードオ

フもあったと思いますが、私たちが環境政策を始めた

頃は「環境はお金がかかる」というイメージがあり、

まさにトレードオフの関係として思われていました。

しかし当時の町長は「今ここに投資しなければ100年

後にはその時の環境を100年前に戻すためにはもっと

金がかかるはずだ」と言い、トレードオフではなく投

資だと主張しました。実際に、これまでの取組によって、

町内工務店が高断熱住宅を標準仕様と捉えてから新た

な需要が生み出されています。また、脱炭素先行地域

事業により何十億の金が町内で動いているなど、経済

効果に結びつきシナジーに切り替わっています。環境

を長い目で見て、長期ビジョンを持って、人を育てる

ことが大切だと思います。

原科：私も大学で同じようなことがありました。学長

として2017年に省エネへの投資を提案した際、経営

陣も理解を示してくれましたが、そのベースにあった

を実現するには資本財等の調達に係るCO2 の排出情

報が必要ですが、調達先はなかなか必要とする情報を

公開してくれません。そのようなことも含め、情報公

開については抜本的な改善をする必要があります。

星野：コミュニケーションをいかに重層でやっていく

かが大事であると思いました。

大森：地域の範囲の話がありましたが、先般の検討会

においても市区町村を超える範囲では都道府県がイニ

シアティブを取るという話もありました。都道府県や

もう少し広い枠組みで進める際のポイントを教えてく

ださい。

原科：都道府県というよりも複数の市町村の範囲程度、

例えば廃棄物処理のための一部事務組合などは一つ参

考になると思います。でも、エネルギーの場合はコス

ト削減よりも発電収入などメリットを共有する点で

違った面があり、実際にやってみないとわからないこ

とも多くあると思います。その地域で使える太陽光や

風力など色々なエネルギー源の組み合わせによって発

電計画を作り目標を達成していくわけですから、そう

いったエネルギー資源の賦存量や環境情報をしっかり

把握して、地理情報システムを使って分析をすると

いった科学に基づく検討が必要です。

松村：紫波町では太陽光以外のエネルギー資源が乏し

いため独自で脱炭素を実現するのは難しく、建物の屋

根を地域脱炭素化促進事業の促進区域に指定していま

Scope 1. 2. 3
サプライチェーン全体の排出量を算定する際の捉え方で、それぞれ
Scope 1は「燃料の燃焼など事業者自らによる直接排出」、Scope 2は「他
社から供給される電気や熱・蒸気の使用に伴う間接排出」を指し、Scope 
3はScope 1、2以外の間接的な排出で事業者の活動に関連して発生する
他社の排出を指す。

オガールタウン
紫波町公民連携基本計画（2009年策定）に基づく紫波中央駅前都市整備
事業（オガールプロジェクト）の一環として整備された住宅地区。オガール
プロジェクトは公民連携によるまちづくりの好事例として広く知られてい
る。

用語解説

松村 寿弘氏
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のが2013年から始めていた学内ボランティアや公開

講座、共同ゼミなどの活動です。これらの活動で学生

や教職員たちにも自然エネルギー推進のマインドがで

きました。そして、やはり省エネ活動だけでは限界が

あるので、設備投資によりハード面での改善を狙いま

した。この投資により、結局は電気代が安くなるなど

でプラスになりましたし、私たち教職員と学外専門家

で自主的にCUCエネルギー株式会社という会社を立

ち上げ、この会社が大学の活動を支援するなど、良い

循環ができました。

　例えば、キャンパス内で学生たちがソーラーシェア

リングでブドウを栽培し、山梨の醸造所でワインを作

り大学で販売するプロジェクトを、CUCエネルギー

社も支援しています。さらには、2024年から千葉市

郊外の耕作放棄地を借りてコーポレートPPAを始め、

そちらでも学生などが行うソーラーシェアリングの取

組を支援しています。教員と学生が主役ですが、CUC

エネルギー社の支援が重要です。同社には卒業生も２

名勤めており、人材の循環もできています。

大森：今の話を聞いていて、大学もそうですが、自治

体や事業者などのステークホルダーがある程度の責任

をもって脱炭素に関与することが重要だと思いました。

どちらの事例でも、まずはマインドを作って、その土

壌の上で責任あるアクションを起こすことの重要性を

示していると思います。そしてそのためにあらゆるデー

タの見える化を進め、データをもって科学的な根拠を

示すことで投資への判断を後押しすることが大事だと

思いました。

松村：民間でも一生懸命のところは社会貢献として考

えて取り組んでいます。今回の脱炭素先行地域の共同

提案者に地元の銀行が入っていますが、脱炭素先行地

域のパンフレットを持って地域の住宅を歩き回って

PRをしています。共同提案者の新電力会社は、再生

可能エネルギー由来の電力への切り替えメニューを用

意するなど、情報と選択肢を広げようと頑張っています。

大森：脱炭素の実現と地域課題の解決という両方の目

標を同時達成するためには、いろんな方と連携しノウ

大森 恵子（おおもり けいこ）
環境省　水・大気環境局長
1990 年環境庁入庁。環境基本法立案、環境税検討、環境白書執
筆、環境アセスメント制度運用などの業務に携わる。関東地方環
境事務所長等を経て、2024 年 7月より地域脱炭素推進審議官と
して脱炭素先行地域などの地域脱炭素施策を担当。2025 年 7月
より現職。

原科 幸彦（はらしな さちひこ）
千葉商科大学　前学長、東京科学大学　名誉教授
1969年東京工業大学卒、1975年同大学院博士課程修了。東京工
業大学教授を経て（名誉教授）、2012 年千葉商科大教授、17 年千
葉商科大学学長。2025年退任。専門は社会工学、環境計画・政策、
環境アセスメント、住民参加、合意形成。これまでに、環境庁国立公
害研究所（現・国立環境研究所）主任研究員、マサチューセッツ工
科大学客員研究員、放送大学客員教授、国際影響評価学会（IAIA）
会長、日本計画行政学会会長、日本不動産学会会長などを歴任。 

松村 寿弘（まつむら としひろ）
岩手県紫波町役場　地球温暖化対策課長
1986 年紫波町役場入庁。農林・環境行政に長く携わり、環境分
野には13年間従事。令和4年より地球温暖化対策課長として、脱
炭素先行地域選定において農業振興と連携した原案の作成、紫波
太陽エネルギー株式会社の設立、地域の環境・エネルギー計画の
策定・改訂に携わる。

CUCエネルギー株式会社
地産地消のエネルギービジネスを通じた「自然エネルギー100%大学」を
実現するために、千葉商科大学の教員有志が2016年に設立した株式会社。
目標達成後は、地域の事業所への再生可能エネルギーの導入促進や省エ
ネのノウハウ提供などを行い、地域の脱炭素化に貢献している。

ハウを持ち寄り、その過程で人を育てて次につなげる

ことが非常に大事です。そのために住民や関係者にわ

かりやすく説明し理解を得ることがポイントだと思い

ます。

原科：大学の役割は教育と研究だと言われてきました

が、今では 3 つ目の柱として社会貢献が加わりました。

研究によって新しい知識や技術が生み出され、社会で

使われます。それが別の問題を生めば、大学の新しい

チャレンジにつながり、その結果がまた社会に還元さ

れるという循環です。大学に対する地域の信用と信頼

は厚いので、色々な問題を解決していく地域の拠点の

一つに大学がなれればいいと思います。

星野：地域脱炭素を広げるためにも、地域のステーク

ホルダーとの連携が大事であることを改めて確認でき

ました。ありがとうございました。

鼎談 ― トレードオフからシナジーへ　「地域脱炭素」のあるべき姿
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ラムサール条約に登録され、その後

1987年に国立公園に指定された。

広大な湿地は、釧路市、釧路町、標

茶町、鶴居村の 4 市町村にまたがる。

再生可能エネルギー	
導入の動き

釧路湿原の周辺では2010年代前

半から複数の企業が、大規模な太陽

光発電事業を展開するようになった。

特に顕著なのが、地域外資本による

メガソーラー（出力 1,000kW以上

のものをいう）の建設である。メガ

ソーラーは大量の電力発電が可能で

安定した収益を得ることができる。

ただし、数千枚単位の太陽光パネル

を設置する必要があるため、大面積

の土地の改変を伴う。現在、設置が

進む土地の多くは過去に農地利用が

試みられたが、その後放棄され、湿

原環境が回復しつつある場所である。

脱炭素社会の実現に向けて、各地

域で再生可能エネルギーの導入が進

められているが、大規模な太陽光発

電や風力発電施設の設置が生態系に

悪影響を及ぼすといったトレードオ

フの問題も顕在化してきている。再

生可能エネルギーへの転換と地域の

自然・暮らしとの間に起こるトレー

ドオフを減らしていくためにはどう

したらいいのか、釧路湿原周辺で起

きていることからヒントを探る。

釧路湿原

北海道東部を流れる釧路川に沿っ

て広がる日本最大の湿原。国の特別

天然記念物であるタンチョウをはじ

め多くの動植物が生息・生育してお

り、それらの生態系が素晴らしい景

観を構成している。1980年に国際

的に重要な湿地として日本で初めて

湿地を好む動植物の生育・生息もあ

り、それらへの影響が懸念されてい

る。また、地域の人が昔から慣れ親

しんできた風景が失われている。

地域裨益と分野横断

この状況を俯瞰的に捉えなおして

みると、大きく 2 つの問題点があげ

られる。

　1 つ目は、地域を置き去りにした

動きであること。日本の都市部ある

いは海外の資本が主導権を握り、地

域住民や地元企業の関わりがほとん

どない状態で再生可能エネルギーの

導入事業が進むことで、地域の人た

ちの想いや伝統が無視され、収益も

地域外に流出してしまう。

　2 つ目は、分野ごとに議論や取組

が分断されていること。昨今、脱炭

素・ネイチャーポジティブ・資源循

地域共生型再エネを進めるために必要なこと／
釧路湿原

地 域 の 活 動 か ら 学 ぶ

国内事例
in Japan

1

釧路湿原周辺に広がる太陽光パネル
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環がいわゆる環境政策の柱

となっているが、分野ごと

に課題や解決策を検討し、

対策がとられるため、分野

間の連携が取れず、トレー

ドオフの関係が発生してい

る。トレードオフの問題は、

再エネ開発と野生動物の保

護が典型的だが、脱炭素と

ネイチャーポジティブの間

で複数起きている。

これらの問題点を解決す

るためには、地域に暮らす

人たちが「地域のあるべき

姿」を自ら考えて、横断的

に行動することが重要であ

る。

地域のありたい姿を	
地域の人たちが考える

現在、釧路市では「令和７年度生

物多様性地域戦略の策定推進支援業

務」による技術的支援を受けながら、

脱炭素関連事業とのトレードオフの

緩和を重点として、生物多様性地域

戦略の策定を進めている。このよう

な計画策定をきっかけに、市役所だ

けでなく地域の住民や事業者などの

関係者が、地域のありたい姿を一緒

に議論していくことが重要である。

地域の主体性（オーナーシップ）、

協働（パートナーシップ）、環境を

ベースにしながら社会・経済も含め

た課題を同時解決する、まさに「地

域循環共生圏」の考え方を地域で活

用していくことがポイントになるの

ではないだろうか。推進すべきは、

地域における合意形成が図られ、環

境を適正に配慮し、地域に貢献する、

地域共生型再エネの導入である。

また、地域のありたい姿を考える

際に、地域の自然資本とその価値を

理解するために役立つツールとして、

釧路湿原自然再生協議会の生態系評

価ワーキンググループが作成した

WEB MAPがある（図 1）。これは、

太陽光発電施設の建設によって希少

な動植物や生態系、景観、防災など

に及ぼす影響が懸念されることから、

太陽光発電事業計画策定にあたって

配慮すべき希少種の生息地等に関す

る情報（キタサンショウウオ生息適地、

タンチョウ営巣適応度、主要な展望

地から見える範囲など）を集約した

ものである。このような科学的な情

報をもとに、地域の中で保護すべき

エリア、再エネ導入をしてもよいエ

リアの選別を進めることで、 計画策

定を一つのきっかけとして、地域が

大切にしているものの可視化につな

がっていく。地域に暮らす人たちが

関わり合いながら、生物多様性地域

戦略の策定と地域脱炭素に向けた計

画づくりが両輪となり、連動しなが

ら進んでいくことに期待している。

地域の自然を守る	
仕組みの構築

国立公園の指定区域のうち特別保

護地区及び特別地域については法律

により工作物の設置が規制されてい

るため、利用と保全の明確な線引き

ができている。国立公園区域外でも

そういったすみ分けを検討する必要

がある。現在、釧路市では希少な野

生動植物と優れた景観の保全に配慮

を求める「釧路市自然と共生する太

陽光発電施設の設置に関するガイド

ライン」を策定し2023年 7 月 1 日

から運用している。さらに、同趣旨

の条例の制定に向けた準備が進めら

れている。

自然環境や野生生物、再生可能エ

ネルギーはいずれも地域の大切な宝

であり資源である。それをどう守り、

活用していくかについて、地域が主

体として考え、どのような地域づく

りを行うのか、統合的に議論するこ

とが必要である。

図1：タンチョウ営巣適応度
タンチョウの営巣適応度を5段階に区切り、2㎞メッシュで表示。実線で囲まれている範囲が釧路湿原国立公園。
WEB MAP：https://kushirodata-center.env.go.jp/meeting/solar_webmap.html
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に取り組んでいるが、とりわけ福祉

施設における市民発電所の展開はユ

ニークな取組と言えるだろう。

福祉施設を対象とする理由として、

平野氏は「安定性」「経済性」「福祉

性」「必要性」の 4 点を挙げる。「安

定性」とは、その土地での事業の継

続性である。太陽光発電設置におけ

る投資回収期間を仮に10～15年程

度とした場合、一般の商業施設では

「今の時代、ここで10年商売を続け

られるか分からない」ため、二の足

を踏んでしまうことがある。一方福

祉施設は、その特性上むやみに閉鎖

や移転はせず、その場所で事業を続

けていくという思いが運営者も利用

者も強い傾向にある。

　2 つ目の「経済性」は、資金調達

の幅広さである。一般の商業施設等

で企業が太陽光発電を設置する場合、

福祉施設に着目する 
4 つの理由

千葉県北西部に位置する柏市、松

戸市。それぞれ50万人近い人口を

抱え、住民の数も増加し続けている

この地域で、いわゆる“都市部”地

域における脱炭素に取り組むのが、

一般社団法人銀座環境会議である。

同団体は、「都市生活者のライフス

タイルを変革する」ことで持続可能

な社会を目指すことを掲げ、2019

年に設立された。代表の平野将人氏

は、松戸市が開催する気候市民会議

「松戸市環境未来会議」のアドバイ

ザーや、“省エネお助け隊”の千葉

県窓口を務めるなど、地域脱炭素に

向けた様々な取組を推進している。

屋根置きの太陽光発電を都市生活者

が実践できる変革と捉えてその普及

自己資金や、汎用性の高い補助金を

活用することになるだろう。一方、

福祉施設は、寄付や福祉を対象とす

る補助金の活用が可能な場合もある。

理由の 3 つ目「福祉性」と 4 つ目

「必要性」は特に強調したい点だ。

現代社会において、電気へのアクセ

スは基本的人権の 1 つである。電気

代の高騰により福祉施設の経営に影

響が出ることは、単に一事業の継続

性という問題ではなく、施設利用者

の人権への影響もはらんでおり、エ

ネルギー貧困という不条理は避けな

ければならないと考える。また、災

害時にエネルギーは誰にとっても必

要だが、福祉施設を利用されている

障害者や高齢者は停電の影響を特に

受けやすい。仮に医療機器が停電で

使えなくなった場合、命の危険につ

ながる可能性は容易に想像がつく。

地 域 の 活 動 か ら 学 ぶ

福祉施設における市民発電所の展開／
千葉県松戸市・柏市

国内事例
in Japan

2

市民発電所「柏そらぴか発電所第1号」の仕組み
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最大の特徴は「市民発電所」
としての運営

上記を背景に、同団体ではこれま

で、千葉県松戸市に 2ヶ所、同柏市

に 2ヶ所の福祉施設に太陽光発電を

設置してきた。その最大の特徴は

「市民発電所」として運営している

ことである。一般に、コミュニティ

や市民により再生可能エネルギーへ

の出資を受けたエネルギー生産者が

「市民発電所」と呼ばれるが、同団

体では、①資金調達に市民が参加す

る　②（可能ならば）施工に市民が

参加する　③停電時には近隣の充電

ステーションとなることを「市民発

電所」の条件としている。

例えば、社会福祉法人彩会が運営

する生活介護事業所ザザビー・ドゥ

に、2022年に設置した「柏そらぴ

か発電所第 1 号」では、地域住民が

「パネルオーナー」として参加をし

ている。銀座環境会議が太陽光発電

パネルをパネルオーナーに販売し、

オーナーからパネルを借りて発電事

業を行うというスキームである。結

果として、クラウドファンディング

では77名の市民が参加し、40枚す

べてのパネルにオーナーが付いた。

また、施工はもちろん専門業者が行

うが、釘打ちなど子どもでも出来る

作業に市民が参加する機会を作った。

そして設置後は、平時に施設として

の自家消費を超える余剰分を電力会

社に売電し、災害等の停電時には充

電ステーションとして地域に開くこ

とにしている。

福祉施設側の目線

これら市民発電所の取組を、福祉

施設側はどのようにとらえているだ

ろうか。社会福祉法人彩会ザザビー・

ドゥ所長の川名早苗氏にお伺いした。

施設の移転を検討していた時、かつ

てたびたび水害に見舞われた経験か

ら防災については強く意識していた

こと、地域に開かれた施設を作りた

いと考えていたことなどから、太陽

光発電設備は是非設置したいと考え

ていた。一方、初期投資の壁も高く

悩んでいたところ、「銀座環境会議

が松戸市の教会に市民発電所を設置

した」という新聞記事を読み、「自己

資金ゼロ、充電ステーションとして

市民に開放」という言葉に強く惹か

れ、翌朝には平野氏に連絡していた。

そこから、前述の「柏そらぴか発電

所第 1 号」設置に動き出した。「何

かがあった時に、地域の皆さんに還

元できる施設になれるということで、

障害者施設という機能を超えて地域

の皆さんが足を運んでくれる施設に

なりたい」と川名氏は話す。

　その後、市民発電所は、グループ

ホームや自立支援ホームなど他の施

設へも広がりを見せている。銀座環

境会議では、補助金の活用や企業の

寄付キャンペーンを組み合わせた資

金調達、施設の特性に応じた蓄電池

の設置など、現場のニーズに対応し

たスキームづくりをサポートしてい

る。平野氏には印象に残っている場

面がある。自立援助ホームで暮らす

子どもたちは親と一緒に住むことが

出来ない複雑な事情を持つ場合が多

く、例えば取材が来てもあまり出た

がらない傾向がある。しかし、「柏

そらぴか発電所第 2 号」について取

材された際、写真を撮ってもよいと

言ってくれて、施設の方も驚いてい

た。この設置には、寄付を通じて、

全国のたくさんの方が自分たちのこ

とを気にかけてくれている、協力し

てくれたんだということを、子ども

たちも感じているからではないだろ

うか。

ザザビー・ドゥ屋上で市民発電所完成を喜ぶ利用者と市民の皆さん 非常時に迷わず使えるように、使用できる
コンセントの位置を掲示
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GLOBAL VIEW

人と食システムとの関わりと
国際協力について

研究者の視点

榎本 雅仁（客員リサーチフェロー）
国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）

行っている。

今回は、その中から幾つかの事例を紹介しながら、人と

食システムの関わりについて考えたいと思う。

ナイジェリアにおける太陽光パネルを	 	
活用した冷蔵施設の導入等の事例
　1 つ目は、ナイジェリアにおいて太陽光パネルを活用し

た冷蔵施設の導入とコールドチェーンの形成を進める事業

である。実施地域はイスラム過激派の紛争が頻発する北東

部地域周辺に位置し、その経済体制の確保は国家の安定に

とって重要だ。主要産業は農業だが、非電化地帯にあるた

め、生産する農産物の多くが腐敗し廃棄され、残念なこと

に十分な付加価値を生み出せていない。また、就業機会が

乏しく女性の社会進出も進まずにいる。さらに、コールド

チェーンが未整備のため同国南部の大消費地を十分に活用

できていない状況だ。

そこで、高温下でエネルギー変換効率が高い日本企業の

人は、食との関わり（以下「食システム」）の中で様々な

機会を与えられる。それは社会の中で人が生きていく上で

の選択の幅に大きな影響を及ぼす。

食料生産が生み出す経済価値や人々の収入がどの程度か

といったことが差し詰め注目される。もちろんそれらは基

本的に重要な要素だが、人と食システムとの関わりは、そ

れらにとどまらない。

例えば、適切な食料の提供、入手、利用が保障されるこ

とで、人の食に対する安心が確保される。それにも色々な

場合がある。栄養不良に喘ぐ人が食料を入手し命を繋ぎと

める場合もあるだろうし、加齢等で嚥下機能が低下した人

に適切な食事が提供されるようなこともあるだろう。また、

不測の事態に備えて食料供給体制を整え社会の安定を図る

ことも含まれよう。

更に、食システムへの参加は、人に生きがい、自尊心、ふ

るさとへの帰属意識を付与することもある。障がいを持つ

人が食に関わる社会活動への参加に生きがいを見出す場合、

女性が農業経営に参画して家庭内のジェンダー間の

公正に繋がる場合などもこれに関連するだろう。

そして、食システムは、人々によって環境との調

和の下に形作られていけば、温室効果ガスの抑制、生

物多様性の保全、自然景観の保全にも貢献する。

国際食料政策研究所について

私は、国際食料政策研究所（IFPRI: International 

Food Policy Research Institute）の活動に関わっ

ている。IFPRIは、米国ワシントンDCに本部を置く

国際研究機関で、食料や栄養の確保、貧困撲滅、女

性の社会参画、気候変動対応等幅広い分野で実証研

究を進めている。特に日本との連携事業では、途上

国の緊急支援を受ける段階から持続的に発展してい

く段階への後押しを行うことを重視し、日本の技術・

ノウハウを活用した協力事業の効果の科学的検証を 太陽光発電冷蔵施設が設置された州、国全体の電力／野菜の供給状況
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産が可能となり、裨益農家600戸の女性の就業機会が増大

するとともに、彼女らが野菜を取り入れながら地域社会の

食文化に即した食事を提案し、児童の栄養改善が進んだ。

この事例においては、環境に配慮した食システムの形成

が、化石燃料の使用を抑えながら、低コストの用水利用、食

料生産の安定化、女性の社会参画、栄養改善を促進した。

まとめ

以上２つの事例を見たが、食システム、人々の機会、そ

れを取り巻く環境との関係は、地域社会ごとに複雑な経路

で結びつき相互に影響する。しかし、地域の人々の参加の

下、食システムにより生み出される人々の機会、環境との

トレードオフや相乗効果を出来る限り議論して計画を策定

することが大切だ。そして、その上で事業を実施し、併せ

て、こうした経路の科学的検証を行うことが、次にアップ

スケール事業に繋げていく観点からも、極めて重要だと考

えている。

太陽光パネルを利用した簡易冷蔵施設を導入し、併せて冷

蔵トラックによるコールドチェーンを形成する事業を実施

した。

非電化地域に太陽光発電による簡易冷蔵倉庫が７か所整

備された結果、新鮮な食料の供給が進み市場規模が拡大し

た。冷蔵庫により食品の鮮度保持期間は最大で14日延長

され、地域課題であった食品ロスの発生が大幅に削減され

た。女性割合が 3 割を占める卸売業者の収入は最大で65％

上昇し、住民の生計が改善され地域に活気が生まれた。ま

た、すべての冷蔵施設の管理者に女性が就き、女性の社会

進出が促進された。さらに、冷蔵輸送を通じた南部市場と

の接合により、今まで35～50％あった輸送ロスはゼロとな

り、北東部の市場で販売する場合に比べ生鮮食品の販売価

格が 2 倍以上上昇し、非低温で輸送した場合に比しても

55％上昇した。

この事業を通じ、環境に配慮した食システムの形成が、化

石燃料の使用を抑えながら、食品ロスを削減し、地域の生

計向上、女性の社会参画、ひいては地域社会経済の安定を

もたらす事が示された。

エジプトにおける太陽光発電を活用した	 	
灌漑施設の導入の事例
　2 つ目は、エジプトにおける太陽光発電を活用した灌漑

施設の導入である。この地域は気候変動やウクライナ紛争

の影響を受け、食料と栄養の安全保障が課題となっており、

水資源を確保して耕作面積を拡大し、栄養価の高い食料を

国民に安定的に供給することが急務となっている。

そこで日本企業の太陽光パネルの発電による電動ポンプ

が22か所に設置された。これによりディーゼル使用を回避

しながら、低コストの農業灌漑が広まった。また、野菜生

国際食料政策研究所　日本事務所代表兼上級顧問
（環境学博士、公共政策修士、法学士）

農林水産省農林水産政策研究所次長（国際・環境）、大臣官房環境政策課
長、中川昭一農林水産大臣特別補佐官（国際問題）、国際経済課長、林野庁
企画課長の他、外務省在米国日本大使館参事官、JICA上級審議役（食料・
農業・栄養）、FAO（農業部次長兼GIAHSコーディネーター）等歴任。

榎本 雅仁

参考文献：
・�「福祉（well-being）の向上に向けたフードシステムの役割について」　ARDEC　2018

年3月号　榎本雅仁

・�ナイジェリア北東部の農村地域において太陽光発電コールドチェーンシステムを通じ
た生計再建を推進する事業（最終報告）　2021年6月IFPRI　

・�ナイジェリア北東部においてコールドチェーンの確立を通じた地域の生計改善と食糧
安全保障の確保を図る事業（最終報告）　2025年5月IFPRI

太陽光発電を活用した灌漑施設女性の冷蔵施設管理者
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日常生活で海の中のことを考える機会はあるだろうか。
水産業やレジャーなど直接海に関わることがないかぎり、お
そらく多くの人にとっては稀なことだろう。このことは、海
の中で起きている変化に、私たちがリアルタイムには気づ
きにくいことを意味している。

実はいま、気候変動による海水温の上昇などによって、コ
ンブやワカメなどの「海藻の森」が全国的に急速なスピード
で失われている。この問題は、海藻だけにとどまらず、海の
生態系全体に影響を及ぼし、ひいては私たちの食卓や仕事
といった、未来をも左右する。本映画は、監督の足跡をもと

にしたドキュメンタリー形式に
なっている。北海道から九州ま
で、全国各地で変化に立ち向かう
人々の臨場感あふれる声から、こ
の先の未来について考えたい。

有田焼やうれしの茶、鍋島緞通、名尾和紙、神埼そうめ
んなど、古くから自然とともに築いてきた伝統産業を持つ
佐賀県。これらの伝統産業は、地域の自然の恵みによって
成り立つ産業であり、地域と自然の関係が持続可能でなけ
れば成り立たない。
「SAGA COLLECTIVE」は、これら佐賀県を代表する地

場産業や伝統産業からなる協同組合で、「地域の環境を守り、
未来の産業を守る」というビジョンのもと、伝統産業の持
続を図りながら環境保全や地域社会への配慮を軸に取り組
んでいる。具体的には、事業活動による二酸化炭素の排出
量を測定し削減に取り組むと同時に、地元のカーボン・オ
フセットの取組に参加することで実質的な排出量をゼロに

することを目指している。
伝統産業の振興と地

域脱炭素の実現という、
地域課題の同時解決を
目指すこの取組のこれか
らに注目したい。

脱炭素社会を実現するには、その担い手となる人材の育
成が欠かせない。特に、地域において脱炭素を実現するた
めの専門人材の確保は難しい課題である。

本書は、日本と欧州において複数のセクターの立場から
脱炭素地域づくりの現場で活躍する人材にインタビュー調
査を行い、その共通点から人材育成に必要な要素を明らか
にしている。また、学生会議や若者の政治参加といった教

育やキャパシティ・ビルディン
グの取組、資格フレームワーク
など多様な手段についても詳細
に分析している。学術的な専門
書ではあるが誰しもに関わりの
ある、脱炭素地域づくりやその
ための人材育成について深く触
れており、一般の関係者にもお
勧めしたい一冊である。

脱炭素地域づくりを支える
人材育成の事例を探る

伝統と環境を守り未来へ継承する
佐賀県発のローカル・ブランド

モノ・コトもっと知りたい

Book 

ToolMovie

脱炭素社会の実現において欠かせないのが、各々の主体
が自ら行動することである。しかしながら私たちの日常生
活にはどれほど注意が払われているだろうか。
「じぶんごとプラネット」は、住居・食・移動・ものと

サービスの 4 つの分野について簡単な質問に答えることで、
生活から発生するおよその温室効果ガスの排出量が把握で
きるツールである。また、排出量を減らすことのできる行
動が提案され、その中から実践できるアクションとその強
度を選択することで、実際にどれほどの削減効果が得られ
るかシミュレーションできる。

気候変動を「じぶんごと」にしてひとりひとりが取り組む
ことが、行政の制度や
企業の製品、サービ
スの変化につながり、
社会全体の変化が加
速するのではないか。

消えゆく「海藻の森」からの
メッセージ

気候変動をじぶんごとに
社会変化の輪を広げよう

脱炭素地域づくりを支える人材
日欧の実践から学ぶ
的場 信敬/平岡 俊一　編／日本評論社（2025年2月）
定価　6,000円＋税

Brand

『ここにいる、生きている。　
消えゆく海藻の森に導かれて』
2024年／103分／ G ／日本
監督：⻑谷川 友美　配給：one's
https://umi-mori.com/

じぶんごとプラネット
https://www.jibungoto-planet.jp/

SAGA COLLECTIVE
https://saga-collective.com/
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TSUNAKAN Interview
より良い社会づくりの現場から

―環境問題に関心をもったきっかけ
とその後のアクションについて教えて
ください。

大学に入学したのがちょうど2011年

だったため、3.11に関連する内容が授

業で取り上げられることが多い時期で

した。そんな中、自分は経済学部に進ん

だのですが、世界規模で経済成長をさ

せ続けようと考える経済の視点と物理

的に限界のある環境の視点が、どうに

も矛盾することが気になりました。そ

の矛盾をどう解消していけるかを考え

る中で、徐々に環境への関心が高まっ

ていった、というのがきっかけです。

とはいえ、理屈の上では矛盾が生じ

ることは理解したものの、その実感は

あまりありませんでした。そこで、大

学の内外で企画された様々な場に参加

しました。例えば、砂漠化について考

える内モンゴルツアーに参加したり、

原子力発電の立地予定地域の方々のお

話を聞きに行ったりもしました。

―アクションを通じて考えたことや、
行政職員を目指した理由を教えてくだ
さい。

様々な場への参加を通じて、自分自

身が大事にしたい軸のようなものが少

しずつできてきました。それは、経済

と環境の矛盾をできるだけ生じさせな

いよう、「対話」を大切にした民主的な

取組を「地域」の規模で実現していく

というものでした。さらに、そうした

「対話」を大切にした民主的な取組を

下支えする役割の一つとして行政職員

という仕事が存在しているのではない

かと考えました。

その後、行政職員としてプライドを

持って働かれている方との出会いも経

て、環境職という専門職があり、琵琶

湖流域というエリアをベースに考えら

れる滋賀県庁の行政職員を目指そうと

考えるようになりました。

―地域で取組を進める中で、今考え
ていることを教えてください。

今は出向先の長浜市で、エネルギー

の地産地消実現に向けて取り組んでい

ます。実現に向けては、行政主導では

なく、民間の方々が主体となってやっ

ていくことが重要だと考えています。

多様な主体が関わり合いながらエネ

ルギーの地産地消を目指す際に、主体

間で納得して次に進んでいくための合

意形成は不可欠だと感じます。民間と

行政で共通言語が違うのはもちろん、民

間同士でもなかなか分かり合える言語

が少ない中で納得を積み重ねるのは、

簡単なことではありません。とはいえ、

簡単ではないからあきらめるのではな

く、小さな納得を重ねていくために、一

緒になって葛藤できる方と地域で動き

をつくっていくことを大事にしています。

これからの地域のために取り組まれ

ている民間の方々、それを下支えする

市や県の行政職員がいる中で、地域全

体の利害を調整しつつそれぞれ納得し

て次に向かっていけるよう、行政職員

としてどうあればいいかを考え続けた

いと思います。

［聞き手：つな環編集部］

滋賀県庁（長浜市役所出向中） 

桐畑 孝佑 氏

大学生の時に環境経済学を学びつつ、気候変動
対策・環境団体のメンバーとして活動。2017
年から滋賀県庁に環境行政職として入庁し、公
害規制や廃棄物行政等に携わる。2024年から
長浜市役所へ出向し、現在ゼロカーボン・地域
脱炭素を担当。

桐畑 孝佑（きりはた こうすけ）

地域内での対話の様子

対話をベースに
小さな規模で進める
エネルギーの地産地消
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来年の2026年はGEOC開館30周年で、機関誌「つな環」も創刊から24年目と
なります。

SNSの普及やデジタル化の推進など、時代も大きく変化する中、日 「々つな環」
を読んでいただいている皆さまのご感想やご意見をいただきたく、
読者アンケートを実施します。右のQRコードから、ぜひお声を
聞かせてください（11月21日（金）締切予定）。

ご回答いただいた結果は、次の「つな環」第47号の発行にあわ
せて紙面およびGEOCホームページにて公開する予定です。

GEOC/EPOからのお知らせ

「つな環」はインターネットからもご覧いただけます。
http://www.geoc.jp/information/tsunakan

つな環

つな環編集部 星野 智子、尾山 優子、島田 幸子、江口 健介、鈴木 良壽、比留間 美帆、
姜 そんう、今井 麻希子（順不同）

2025年 5 月22日国際生物多様性
の日を記念し、国連大学サステイナ
ビリティ高等研究所いしかわ・かな
ざわオペレーティング・ユニットは
都市生態系再生国際シンポジウム

「金沢から考える 都市の緑と文化、
人々のつながり」を開催した。世界
中で都市が進化を続けるなかで、自然、
文化、そしてコミュニティのつなが
りは、都市のアイデンティティをか
たちづくり、持続可能な未来への道
を拓く重要な要素である。本シンポ
ジウムは地域住民の参画や文化的資
源を生かした都市生態系の再生につ

いて、国内外の専門家やモデル都市・
パイロット都市の代表者が意見を交
わした。

基調講演にはUNEPやICLEIな
どの関係機関から 3 名が登壇し、生
物多様性と人間のウェルビーイング
のつながりを強化するための取組や
昆明・モントリオール生物多様性枠
組（GBF）の実施にむけた最新の動
向が紹介された。とりわけ、日本の
新たな生物多様性国家戦略における
自然を基盤とした解決策（Nature-
based Solutions）の事例に注目が
集まった。

後半のパネルディスカッションで
はパリ、メキシコシティー、金沢な
ど 7 都市から 8 名が登壇し、「文化
と自然から考えるコミュニティ主導
の都市再生：世界の視点から」とい
うテーマのもと、各都市における実
践や課題を共有した。パネリストら

は金沢市における用水の利活用や庭
園・ホタルの保全・保護活動といっ
た市民主体の取組に強い関心を示し
た。さらに、猛暑や洪水、資金確保
の難しさといった都市それぞれの課
題に対し、グリーン、ブルーインフ
ラの整備とともに自然を基盤とした
解決策の導入の重要性が強調された。
各都市で状況は異なるが、共通して
コミュニティの積極的な参画が必要
であると締めくくり、ディスカッショ
ンを終了した。

UNU-IAS OUIKは、2008年に国連大学高等研
究所（当時）唯一の日本国内のフィールドユニッ
トとして設立。地域に根ざした研究を柱として
活動、その成果を持続可能な社会作りにつなが
る日本の地方モデルとして、国内外に発信して
いる。

国連大学サステイナビリティ高等研究所　
いしかわ・かなざわオペレーティング・
ユニット（UNU-IAS OUIK）

【開催報告】

都市生態系再生
国際シンポジウム in 金沢
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